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社会インフラの維持管理においてアセットマネジメントの重要性が言われている．アセットマネジメン

トは，検査や対策等の維持管理業務の信頼性を向上する目的で，資源を配分するための優先順位をつけ，

日々の業務を定量値に基づいて改善するための方法である．本研究では，検査データ等を利用したストッ

ク動態を把握するモデル化方法を提案する．モデルにおいては，劣化ストックの発生だけでなく，対策等

による回復に着目したモデル化を行う．発生や回復の特性に関しては，発生率は経年が増えれば大きくな

る，回復率は経年に対して小さくなると想定して，取替データや既存の研究を参考にしてその値を検討し

た．モデル化を行うことで，検査データ等からもとめられるストックの経年分布と状態分布に対して，現

状の維持管理で推移した場合の将来的なストックの動態の推定や，維持管理の程度を変えることでストッ

ク動態への影響を定量的に把握することが可能となる． 
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1.  はじめに 

 

社会インフラの維持管理においてアセットマネジメン

トの重要性が言われている 1),2)．アセットマネジメントは，

検査や対策等の維持管理業務の信頼性を向上する目的で，

資源を配分するための優先順位をつけ，日々の業務を定

量値に基づいて改善するための方法である．ストックの

状態を可視化するためには，検査データ等を利用して，

例えば劣化ストックの割合等を定量化する必要がある 3)．

また，維持管理においては，構造物の劣化が確認された

場合は，何らかの対策が行われるため，これらの回復も

含めたモデル化を行う必要がある．モデルを構築するこ

とでストックの劣化状態だけでなく，人や予算の適正な

配分といった維持管理の現状評価が可能となる． 

本研究では，維持管理情報からストックの動態を把握

するモデル化方法を提案する．モデルにおいては，スト

ックの損傷の進展だけでなく，対策等による回復に着目

したモデル化を行う．モデルにより，初期のストックの

状態に対する，将来的なストックの動態のシミュレート

等が可能となる．本研究の構成は，2．において橋梁の劣

化や回復について，機能的劣化と構造的劣化等の概念や

取替データなどを利用して特性を整理する．3．において

モデルを提案する．また，4．においてモデルを利用した

シミュレーションを行う．5．で結論を述べる． 

 

 

2.  橋梁の劣化 

 

(1) 橋梁の劣化と回復 

橋梁の劣化に関して文献 2)では構造的劣化と機能的劣

化を分けて整理を行っている．各々の定義は表-1 に示す

ものである．物理的な劣化過程などを利用した劣化曲線

は構造的劣化のモデル化であると考えられるが，検査デ

ータを利用して統計的な劣化曲線を求める場合などは，

損傷の程度以外にも路線や構造物の重要度なども考慮さ

れるため，両方の要因が混在していると考えられる．劣

化に対して性能を維持する行為としては，補修，補強，

改造などの概念が利用されている 4)-7)．補強は，特に構造

的性能に関して供用開始時よりも性能向上が考えられて

いると思われ（力学的な性能を向上 6)），改造は部材を追

加する，支間を変更するといったときに利用され，転用

などの概念も含んでいると考えられる． また長寿命化と 
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表-1 橋梁の劣化 2) 

種類 定義 

機能的

劣化 
外的条件や要求の変化に伴って，イン

フラの機能が見かけ上低下すること． 

構造的

劣化 

経年的な化学的な劣化（化学的劣化）

や，材料内部の不完全性が外力によっ

て進展・破壊する劣化（物理的劣

化），摩耗，生物的劣化などの総称 

 

表-2 インフラ長寿命化 9) 

大規模な修繕や更新をできるだけ回避すること

が重要である．このため，施設特性を考慮の

上，安全性や経済性を踏まえつつ，損傷が軽微

である早期段階に予防的な修繕等を実施するこ

とで機能の保持・回復を図る「予防保全型維持

管理」の導入を推進する． 

 

いう概念が利用されているが，これは構造と機能を含ん

でおり，例えば損傷などによる保有性能の低下がある中

で，要求性能を考慮した余裕度等を利用して構造物をよ

り長く利用していくための概念であるといえ，表-2 に示

すような予防的な対策の有効性の根拠として検討されて

いる 8),9)． 

構造的な劣化は，経年に応じて発生すると考えられて

いる．例えば鋼材であれば疲労き裂，コンクリート材料

であればコンクリートの中性化などがある．それに対し

て，補修・補強などの効果についても，損傷の種類や施

工の難易によって相違すると考えられる．このため，構

造物は経年に応じて傷みやすくなり，直しにくくなる傾

向があると想定される．機能的な劣化は，損傷などがな

くても，交通量などの増大，耐震基準の強化などによる

要求性能の向上などによる陳腐化により生じるが，それ

によって基準不適合などの問題が生じる10)．その場合は損

傷を修繕する場合と相違して，損傷を直すだけでは機能

を上げることができない．このような機能的な劣化に対

しても，機能向上が難しい箇所が残るなど，構造的劣化

と同様に経年に対して直しにくくなることが想定される． 

 

 (2) 橋梁取替数と劣化発生率 

橋梁の劣化の特性を把握するためのデータとして検査

データがよく利用される 11),,12)．検査では損傷などに対して

部材ごとに判定が行われ，対策の要否などを考慮して橋

梁全体の健全度として判定が行われる．このような検査

データを利用して動態モデルを構築することが可能で，

その場合は判定が悪くなる場合は劣化とし，判定が上が

る場合は回復とすることができ，その判定の推移データ

を集計することで劣化の発生率や回復率を推定すること

が可能となる．検査結果を利用して取替等の措置が行わ

れるが，ここでは，橋梁の取替に関するデータを利用し 

 
図-1  取替理由（鋼鉄道橋 連数） 

 
図-2  取替理由（道路橋 箇所数） 

 

て劣化特性を検討する．取替に関しては構造的劣化と機

能的劣化の混在した劣化率が算出されると考えられる． 

文献(13)は国鉄の 1964年～1966年までの三年間に取替え

た鋼橋に関する調査であり，数量だけでなく取替の理由

が整理されている．取替理由については，架替えについ

て単一の原因で架替えられることは少ないと考え（約8割

が複合），第2順位までの原因を集計している．図-1に取

替理由の割合を示すが，欠食や腐食をはじめとした「構

造欠陥および変状」以外の取替要因が半数以上をしめて

いることがわかる．同様な調査は道路橋でも行われてお

り 14)，図-2に示すように，同様の傾向がみられる．（ただ

し，災害による取替件数が123箇所と実状に対して極端に

少ないと想定される）． 

国鉄のデータから経年に対して年あたりに発生する取

替比率を算出すると図-3 のように整理できる．経年 70 年

までを 10年ごとの区間に，また，70年以上を一まとまり

として集計している．橋数ベースで取替比率は経年に応

じて増加していると考えられ，以下の式で取替比率を表

す 15)． 

ሺ߬ሻߣ  ൌ
݉
ߙ
߬ିଵ (1)

これは，信頼性分析の故障率関数であるが，式(1)を積

分することで取替数が以下のワイブル分布になることが

よく知られている． 

 ݂ሺ߬ሻ ൌ
݉
ߙ
߬ିଵ݁ݔ ൬െ

߬

ߙ
൰ (2)

式(1)の取替比率を実際のデータで図-3 のように回帰す 

れば，黒線のような回帰結果を得ることができる．なお，  
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図-3  経年と取替比率 

 

図-4  推定されるワイブル分布 

 
図-5  余寿命の期待値 

 

経年 10から 20年にかけての取替比率が特異的に高いが，

それは，この時期が戦中戦後期にあたり，鋼材も統制下

にあり稀少であったため，道路橋では鋼重のみを評価し

た競争設計が行われていたなど，過度な軽量化の傾向が

あり，橋梁としての品質が低下していたと考えられる．

式(2)のワイブル分布を図-4 に示すが，推定されるワイブ

ル分布のパラメータおよび寿命の平均値は，m=1.6117，

α=900.4，平均寿命=61.0年（標準偏差38.8年）であり，標準

偏差の値が極めて大きく，ばらつきの大きい分布である

ことなども理解することが可能である（取替が一斉に発

生するわけではない）． 

また，図-3には線形回帰した直線（式(1)においてm=2と

なる場合）も示すが，決定係数は大きく下がらないため

線形近似しても問題がないと考える．線形回帰した場合

の寿命の平均値と標準偏差は 62.4年（32.6年）であり，ワ

イブル分布による推定値と大きく相違しないこともわか

る．また，参考のため取替比率が経年に依存しない指数

分布の場合の結果も 図-3に示しているが，平均寿命は58.1

年となる．図-4 には，線形を仮定した場合の分布につい

ても整理しているが，経年 τ年の構造物の余寿命の期待値 

 

 
図-6  橋梁数の分布（上：アメリカ 下：日本） 

 

図-7  取替比率と取替ストック率 

 

が以下の式で求められる． 

 ܶሺ߬ሻ ൌ
 ሻݐሺ݂ݐ
ஶ
ఛ

 ݂ሺݐሻ
ஶ
ఛ

െ ߬ (3)

図-5にはmを変化した場合の余寿命の期待値を示した．  

算出した取替比率を利用して取替ストック率を算出し

た事例を示す．図-6は 1901年から 2002年までのアメリカ

と日本の道路橋の建設データである．建設年時は健全と

して図-3 の取替比率を利用して米国について取替ストッ

ク率を算出した結果が図-7 である．取替比率をワイブル

とした場合と線形とした場合で多少の相違はあるが，傾

向等を確認する上では，線形を仮定しても問題ないと考

え，以下では線形を仮定する． 

 

 

3.  ストック動態モデル 

 

(1) 発生率と回復率 
検査データにおける判定などを利用して劣化の発生率

や回復率を求めることが可能である．その場合は，健全

ストックと劣化ストックの割合から求めるが，例えば，

劣化の発生率を算出する場合は，ある検査において状態 p

（健全or劣化）の判定があり，次の検査で状態q（健全or  
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図-8  発生率と回復率 

 

劣化）のデータ，つまり健全→劣化のサンプルから求め

ることができる．これはいわゆるハザード率であるが 16),17) 

判定を多段階にしたものや，劣化要因を考慮したモデル

も提案されている 18),19)．本モデルでは，劣化だけでなく回

復率に注目しており，回復率は劣化→健全になるサンプ

ルの割合から求めることが可能である．発生率や回復率

は 2点の検査判定が必要となるが，1回目の検査判定に対

して2回目の判定の率で算出するため，分母に大きく依存

せずに算出可能であり，構造物の状態や，維持管理の実

行状況の把握が可能となる． 

具体的な率の設定については検査データが得られれば

算出が可能であることは前述したが，本分析では発生率

と回復率を図-8 のように設定した．発生率が経年に対し

て大きくなり，また線形で表すことができることに関し

ては，取替データなどからも妥当であると考えているが，

あくまでも仮定であり，実際の検査データなどを利用し

た検証が必要である．劣化率の値については，経年100年

で 5％程度のストックが劣化ストックになるような設定と

した．この値の妥当性としては，文献(20)，(21)を利用して

いるが，文献では，システム制御理論を利用したストッ

ク動態分析の方法を示しており，旧国鉄の荒廃量のデー

タや地方自治体の道路橋の維持管理の実態調査を利用し

て劣化率が推定されている．文献では，経年に応じて劣

化率を一定としており，値としては全ストックに対して，

2.2%程度の劣化ストックが毎年発生すると考えている．

本分析では，経年に応じて劣化率が大きくなるという，

より実態に近い設定としており，経年に対して平均して

2%程度となるように設定している． 

次に，回復率については，古い構造物では構造ディテ

ールや材料など現在のものと相違するなどで対応に時間

がかかるなど，経年に対して低下すると考え，ここでは

線形性を仮定して，経年0では100％回復するが，経年が 

 

図-9  橋梁数の構成比 

 

 
図-10  劣化ストック率の変化（上：回復無し 下：回復あり） 

 

経つ毎に回復率が下がり，100年で 0になるように設定を

した．既往の研究では，対策効率は劣化率と同様経年に

対して一定としているが，値としては 8.3％程度の劣化ス

トックが一律で毎年回復することになり，本分析におけ

る回復率の設定の参考とした． 

 

(2) モデル 
動態モデルは，建設に対する経年分布や検査データ等

から求められる初期のストックの状態に対して，現状の

維持管理資源でのストックの動態変化や，将来予測とし

ては，維持管理の程度を変えるなどでストック動態への

影響がどのように変化するかを把握することになる．モ

デルでは，初期分布と劣化ストックの発生率と，回復率

が必要となり，以下のように動態ストックモデルを構築

することができる． 

 全ストック数 ݔሺ݅, ݆ሻ 

 劣化ストック数 ܽሺ݅, ݆ሻ 

 ここで，i：経年 j：時点 

また，発生率ሺ݅ሻ，回復率ݍሺ݅ሻとする． 

ただし，0 ൏ ሺ݅ሻ  1 ，0 ൏ ሺ݅ሻݍ  1 

将来の劣化ストックの予測式は以下のように求めるこ

とができる． 

 
ܽሺ݅  1, ݆  1ሻ
ൌ ܽሺ݅, ݆ሻ  ,ሺ݅ݔሾ ݆ሻ െ ܽሺ݅, ݆ሻሿ	 

ݍሾܽሺ݅, ݆ሻሿ 
(4)
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図-11  回復橋梁数の推移 

 

 

 

図-12  経年低減効果の検討（アメリカ） 

 

 (3) 算出結果 
実際の検査データが利用できる場合は，建設から現状

を踏まえた算出が可能となるが，ここでは，動態ストッ

クモデルの利用例として，前述したアメリカと日本の道

路橋の建設データを利用する．建設年時を健全とした場 

 

 

 

図-13  経年低減効果の検討（日本） 

 

図-14  経年低減効果の検討（アメリカ経年半分に低減） 

 

合に，図-8 の劣化発生率と回復率を仮定した場合の 2002

年時の劣化ストック率の割合を求めている．まず，図-9

には経年の構成比を示しているが，アメリカの方が日本

よりも早く建設が始まっていること，また日本では高度

成長期に集中して建設が行われていることがわかる．図-

10 には 2 か国における劣化ストック率の推移であるが，

1901年を0としてその推移を示している．参考として回復

をゼロとした場合の劣化ストック率の変化も併せて示し

ているが，回復を考慮した場合では 2002 年時の推定値と

して，経年の進んでいるアメリカで 4％程度，日本では

2％程度が劣化ストックであるということになる．日本の

場合は，高度成長期の山があるために，一時的に劣化ス

トック率が下がっている期間がある．モデルの妥当性を
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検討する推定値としては，図-11 に示す回復数がある．年

間何橋くらいの回復が行われているかなどを利用して，

図-8の率を検証することが考えられる． 

 

 
4.  簡易シミュレーション 

 

(1) 回復率と対策効果 
本分析における回復に関しては，2 章(1)で述べたように

経年に応じて直しにくくなると仮定している．劣化スト

ックの増加を抑制するための回復の効果としては，一般

的には発生率を抑制する効果が考えられる．例えば，疲

労亀裂の発生が懸念される箇所の応力を低減して，亀裂

の発生可能性や進展速度を下げ，劣化を抑制するといっ

たことが想定される．また，コンクリート材料であれば

中性化などの進展を遅らせるような抑制効果であろう．

それに対して，回復率が経年に対して低下していくよう

な損傷は，例えば鉄道橋において，床版として利用され

てきたバックルプレート構造における亀裂や漏水変状へ

の対策，支点部で繰り返し発生するシュー座の破損や三

点支持といった損傷への対応などが挙げられる．これら

の対策はディテール改良や抜本的な対策が必要である場

合が多い．ただし，抜本的な対策は，活線施工，桁下交

通への影響などがあるため，経年とともに対策費用が高

くつく場所が残存することになる．このような対策では，

部分的な対策としても橋梁全体の寿命を延ばすような効

果があると考えられる．橋梁の長寿命化においては，再

生といった概念も利用されているが22)，これは部材によっ

て寿命が相違するため，部材ごとに取替が可能な設計を

目指すといった概念である．また，橋梁自体の更新は，

経年がゼロになる低減効果があると考えることができる．

ここでは経年を若返らせるような対策を「更生

（rejuvenate）」と呼び，経年がゼロに戻る場合を更生率

100％，半分に戻る場合を更生率 50%等で呼ぶ．このよう

に回復効果についても複数の概念を踏まえてモデル化す

ることで維持管理に対する費用対効果の評価がしやすく

なると考える． 

 

(2) シミュレーション結果 
 ここでは，経年低減効果に着目して，シミュレーショ

ンを行う．その際には，更生する時期について，経年が

30年，40年，50年，60年，70年，80年になった際に行っ

た場合，更生の効果（経年に対してどの程度若返るかの

比）については，経年をゼロにするような更生率 100％の

対策をした場合の劣化ストック率の推移と回復数および

更生数の変化を示したのが，図-12，図-13である．経年が

古いアメリカの方で効果が確認されやすいが，若い経年

で更生することが将来の劣化ストック率に大きく影響す 

 

図-15  累積回復数と劣化ストック率の関係（アメリカ） 

 

図-16  累積更生数と劣化ストック率の関係（アメリカ） 

 
ることが見て取れる．さらに，図-14 では，更生率を，経

過している経年に対して半分になる（更生率 50%）よう

に設定した場合の劣化ストック率の変化である． 図-15は 

100 年度（2000 年）における累積回復数と劣化ストック率

の関係，図-16 は累積更生数と劣化ストック率との関係で

あるが，更生の効果が確認できる．このような関係を利

用して，現状の維持管理資源が妥当か，もしくは最適な

維持管理資源はどの程度か，といった戦略の検討および

評価ができると考える．鉄道構造物の場合では，より米

国の道路橋の建設年分布に近いと考えるが，発生率や回

復率の傾向やその値などを検証しながら，ストック動態

分析を行うことが考えられる． 

 
5. 結論 
本研究の結論を以下に述べる． 

・損傷の劣化（発生）と回復に関して，その特性として，

発生は経年に対して大きくなる，回復は小さくなるな

ど整理した．特に発生率については取替データを利用

して，ワイブル分布で表現できることを示した． 
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・取替データや既存の研究から，劣化ストックの発生率

と回復率について，経年との関係を整理し，モデルで

利用するための値を検討した． 

・初期のストックの経年分布と状態分布，および発生率

と回復率が得られた場合のストック動態モデルについ

て提案した．アメリカと日本の道路橋の経年分布を利

用してモデルに適用した． 

・提案した動態モデルを利用してシミュレーションを行

い，劣化ストック率と回復連数の関係を整理した．特

に回復の効果について，一般的に言われている，劣化

の進展を抑制する効果だけでなく，経年を若返らせる

ような効果を検討して更生率として提案し，更生する

時期や更生の効果（経年に対してどの程度若返るかの

比）を利用してシミュレーションを行った． 
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DYNAMIC ANALYSIS MODEL OF THE BRIDGE STOCK INCLUDING HAZARD 

AND RECOVERY 
 

Masato ABE and Koichi SUGISAKI 
 

Asset management is a method for rational and efficient stock management of social infrastructure. 
Asset management are able to improve the daily tasks based on quantitative values by assigning priorities 
for allocating resources for the purpose of improving the reliability of maintenance and maintenance work 
such as inspections and countermeasures. In this research, we propose a modeling method to grasp the stock 
dynamics of structures using inspection data etc. In the model, not only deterioration but also recovery is 
focused on. Regarding the characteristics of deterioration and recovery, the deterioration rate increases as 
structure age increases, on the other hand the recovery rate decreases as structure age which characteristic 
which is  examined by replacement data and existing research. The model is applied to the aged distribution 
and the state distribution of the structure required from inspection data etc. In addition, by estimating the 
future stock dynamics in the case of transition in the current maintenance resources and increasing resource, 
it is possible to investigate optimal resources etc. 
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